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交付金の活動開始から２年目及び４年目の活動組織が当該活動の
実施状況や成果、活動による地域の変化等について自己評価する。

（１） 目的

多面的機能支払交付金における、農地維持支払の「地域資源の適切な保全管理のための推進活動（以下「推進
活動」という。）」と資源向上支払（共同活動）の「多面的機能の増進を図る活動（以下「増進活動」という。）」が効果的
かつ効率的に実施されるように、市町村が活動組織に対して、当該活動の実施状況や成果、活動による地域の変化
等を評価（以下「自己評価」という。）し、報告することを求めるとともに、市町村は当該活動を客観的に評価（以下「市
町村評価」という。）し、必要に応じて指導・助言を行うこととしている。（平成28年度から導入）

１ 活動組織による自己評価と市町村評価の概要

自己評価

「市町村の判断基準のガイドライン」に基づいて、自己評価実施組織
を評価する。

市町村評価
提出

１

指導・助言

評価システム

多面的機能支払交付金（平成26
年度）から新たに導入された

「地域資源の適切な保全管理の
ための推進活動」
「多面的機能の増進を図る活動」

の定着を図る。

評価システムの目的

評価年度 ２年目評価 ４年目評価 ２年目評価と４年目評価を実施

平成28年度 2,938 組織 （平成27年度に活動開始） -

平成29年度 1,226 組織 （平成28年度に活動開始） 17,058 組織 （平成26年度に活動開始）

平成30年度 4,494 組織 （平成29年度に活動開始） 4,859 組織 （平成27年度に活動開始） ※組織統合等を行った組織を除く

平成28年度～平成30年度に２年目評価・４年目評価を実施した2,766組織を対象として、自己評価、市町村評価の変
化及び評価システムの効果について分析

2,766組織

自己評価・市町村評価の実施状況



○ ２年目評価と４年目評価が完了した2,766の活動組織における「構造変化に対応した保全管理の目標」は、「中心経
営体型」が最も多く、次いで「集落ぐるみ型」、「多様な参画・連携型」の順となっている。

○ 「推進活動」の取組内容は、「農業者による検討会」が最も多く、次いで「農業者に対する意向調査、農業者による現
地調査」の順となっている。

２ 推進活動に係る自己評価
（１）構造変化に対応した保全管理の目標と推進活動の取組内容

推進活動の取組内容構造変化に対応した保全管理の目標
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○ 「推進活動」の取組状況に対する活動組織の自己評価は、２年目評価ではステップ ２以下の組織が多いが、４年目
評価ではステップ３ 以上が増加しており、活動が進むにつれて上位のステップ に進んでいる。

推進活動の取組状況に対する自己評価

３

8%
2%

39%

12%

26%

20%

18%

34%

6%

22%

4%
9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2年目評価 4年目評価

ステップ５ 地域資源保全管

理構想を作成し実践

ステップ４ 保全管理の体制

強化の方針が決定

ステップ３ 課題解決や保全

管理の方法を検討

ステップ２ 目標に向けてど

のような課題があるか整理

ステップ１ 地域の現状や目

標を関係者の間で共有

ステップ０ 話し合いの場を

持つための体制を整えてい

る段階

N=2,766組織

（２）保全管理の目標の達成に向けた推進活動の進捗状況



推進活動の取組状況に対する自己評価（取組開始時期別）
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○ 農地・水保全管理支払交付金から取り組んでいる組織と、多面的機能支払から取り組み始めた組織を比較すると、
２年目評価、４年目評価のいずれも、農地・水保全管理支払交付金から取り組んでいる組織のほうがステップが進ん
でいる割合が高い。その差は４年目評価のほうが大きく、農地・水保全管理支払交付金から取り組んでいる組織で
は、ステップ４以上が55％を占めるなど、推進活動の継続により、適切な保全管理に向けた体制の強化・拡充が図ら
れてきている。

農地・水保全管理支払交付金から取り組んでいる組織：N=   86組織
多面的機能支払から取り組んでいる組織 ：N=2,680組織

（２）保全管理の目標の達成に向けた推進活動の進捗状況



○ 推進活動による効果としては、 「水路・農道等の地域資源の機能維持」と回答した組織の割合が最も高く、次いで
「水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保」、「地域農業の将来を考える農業者が増加」の順となってい
る。

○ ２年目評価、４年目評価の間で大きな変動はなく、推進活動による効果は２年目評価時点ですでに発現していること
が示されている。

推進活動による効果発現状況（自己評価）
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N=2,766組織



推進活動による効果発現状況（４年目自己評価 ステップ別）
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（３）推進活動による効果の発現状況

○ 「保全管理の目標」の達成に向けた進捗状況（ステップ）ごとに効果の発現状況をみると、「農業の将来を考える地
域住民の増加」を初めとして、ほとんどの項目について、ステップが上がるにつれ、効果が発現していると回答する活
動組織の割合が高くなる傾向が見られる。

４年目ステップ０：N= 54組織
ステップ１：N=343組織
ステップ２：N=551組織
ステップ３：N=952組織
ステップ４：N=605組織
ステップ５：N=261組織



推進活動による効果発現状況（ ４年目自己評価 取り組み内容別）
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（参考）推進活動による効果の発現状況

○ 各組織の推進活動による効果については、農地維持のみに取り組む組織と、農地維持と資源向上（共同）に取り組
む組織を比較すると、農地維持と資源向上（共同）に取り組む組織のほうが効果が発現していると回答する割合が高
い項目が多い。

農地維持のみに取り組む組織 ：N=1,231組織
農地維持と資源向上（共同）に取り組む組織：N= 822組織

農地維持＋資源向上（共同）



推進活動の市町村評価

○ 活動組織の推進活動の自己評価に対して市町村が「優良」と評価した割合は、２年目評価が８％であったのに対
し、４年目評価では11％となっており３％増加している。

○ 一方、２年目評価において「指導又は助言が必要」または「計画の見直しが必要」と評価した割合は６％であったの
に対し、４年目評価において「フォローが必要」と評価した割合は４％へ低下している。

８

３ 推進活動の自己評価に対する市町村評価
（１）活動状況等の評価

２年目評価
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N=2,766組織



○ 「指導又は助言が必要」又は「計画の見直しが必要」と評価された活動組織に対して、市町村が指導又は助言した
内容は、「検討会・意向調査・現地調査等の充実」が最も多く、次いで「非農業者等（集落外も含む）多様な人材の参画
推進」及び「地域内の担い手農業者・中心経営体等の育成・確保、連携強化」が多い。

指導や助言、抜本的な見直しの内容（２年目評価時）

活動組織割合
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○ 推進活動を行うことにより現れている地域の変化について、市町村が評価した中では「共同活動により地域資源が
適切に保全管理され、遊休農地の発生が抑制」との評価が８割以上を占めており、「共同活動に参加する非農業者が
増えている等、地域資源の管理体制が強化」との評価も４割以上を占めている。

○ 活動組織の中には、構造改革の後押しに係る「担い手への農地利用集積・集約」や「担い手農業者の確保」が進ん
できていると評価されている組織もある。

10

（２）取組による地域の変化

推進活動の市町村評価
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○ ２年目評価と４年目評価が完了した2,766の活動組織のうち、増進活動を実施した組織数は２年目評価時の1,019組
織から４年目評価時の1,058組織へと増加した。実施された活動項目数も延べ1,243項目から延べ1,384項目へと増加
し、１組織当たりの活動項目数は1.2項目から1.3項目へと増加している。

○ また、全国で実施されている延べ活動項目数は、平成26年度の１万６千項目から平成30年度には１万９千項目へと
増加している。

○ 活動内容をみると、 「農地周りの共同活動の強化」 及び「農村環境保全活動の幅広い展開」の割合が高い。

○ ２年目評価時と４年目評価時を比較すると、「遊休農地の有効活用」、「地域住民による直営施工」、 「防災・減災力
の強化」を実施した組織が増えている。

増進活動の実施状況（自己評価実施組織）
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４ 増進活動に係る自己評価
（１）増進活動の活動項目
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実施状況報告書より作成



○ 増進活動による効果としては、「地域住民の農村環境の保全への関心の向上」と回答した組織の割合が最も高く、
次いで「農村環境の向上」、「施設を大事に使おうという意識の向上」の順となっている。

○ 活動項目のうち「地域住民による直営施工」、「防災・減災力の強化」等に取り組む組織数が増加したことに伴い、
「施設を大事に使おうという意識の向上」、「自然災害や二次災害による被害の抑制・防止」等の効果があると回答し
た組織の割合が増加している。

増進活動による効果発現状況の自己評価
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31%
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17%
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0% 20% 40% 60% 80%

地域住民の農村環境の保全への関心の向上

農村環境の向上

施設を大事に使おうという意識の向上

地域コミュニティの維持・発展に対する意識の向上

周辺農業者の営農意欲の維持、又は向上

地域住民の水路や農道等の知識や補修技術の向上

鳥獣被害の防止等の農地利用や地域環境の改善

増進活動への参加者の増加、又は確保

自然災害や二次災害による被害の抑制・防止

遊休農地の有効活用

高齢者や障害者等の活躍の場の提供

伝統農法・文化の復活や継承を通じた農村コミュニティの強化

地域住民の防災・減災に対する意識の向上

2年目評価 4年目評価
２年目評価時：N=1,019組織
４年目評価時：N=1,058組織

（２）増進活動による効果の発現状況



○ 増進活動において、組織が取り組む増進活動の項目数は１項目の組織が多いが、項目数が増えるほど、活動によ
り発現する効果の数も増加する傾向が見られる。
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取り組む増進活動項目数別の組織数と発現する効果の数の平均値 （４年目評価）
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４年目評価時：N=1,058組織

（３）増進活動の項目数と発現する効果の数の関係



増進活動の市町村評価

○ 活動組織の増進活動の自己評価に対して市町村が「優良」と評価した割合は、２年目評価が８％であったのに対
し、４年目評価では13％となっており５％増加している。

○ 一方、２年目評価において市町村が「指導又は助言が必要」と評価した割合は２％であったのに対し、４年目評価に
おいて「フォローが必要」と評価した割合は１％へ低下している。

活動組織割合
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５ 増進活動の自己評価に対する市町村評価

優良, 
8%

適当, 89%

指導又は助

言が必要, 2%

優良 適当 指導又は助言が必要

優良, 13%

適当, 86%

フォローが必

要, 1%

優良 適当 フォローが必要

２年目評価時：N=1,019組織
４年目評価時：N=1,058組織

２年目評価 ４年目評価



○ 「指導又は助言が必要」と評価された活動組織に対して、市町村が指導又は助言した内容は「活動内容の再検討」、
「取組内容の充実、取組回数の増加」、「非農業者等多様な人材の参画推進」の順に多い。

市町村からの指導や助言の内容

活動組織割合
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44%
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

活動内容の再検討

取組内容の充実、取組回数の増加

非農業者等（集落外も含む）

多様な人材の参画推進

有識者等の助言・連携強化

「指導又は助言が必要」と評価した組織：N=25組織
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○ 「自己評価を行うことで、点検ができたか」との問に、組織の半数以上が「できた」と回答している。特に、多面的機能
支払から始めた組織のほうが「できた」と回答している割合が高い。

○ 「自己評価や市町村評価は、役立ったか」という問に、約半数の市町村が「役立った」と回答している。特に、多面的
機能支払から取組を始めた組織のほうが「役立った」と回答している割合が高い。

貴市町村において、自己評価・市町村評価により定期的に各組織の活動状況を振り返り、必要に応じて指導助言等を行ったことは、活
動組織の状態把握や活動の定着・促進に役立ったと思いますか。（市町村）

あなたの組織において、自己評価により活動の実施状況や成果、活動による地域の変化等の点検ができたと思いますか。（活動組織）

注）グラフ中の数字は組織数
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組織全体

うち農地・水から取り組み

うち多面的機能支払から取り組み

できた どちらともいえない できなかった

21
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組織全体

うち農地・水から取り組み

うち多面的機能支払から取り組み

役立った どちらともいえない 役立たなかった 不明

６ 自己評価及び市町村評価のフォローアップ調査
（１）調査結果（自己評価・市町村評価の効果）



（２）調査結果（フォロー組織の事例）

フォロー組織の事例

フォロー前の状況 フォローの内容 フォロー後の状況

１つ１つの課題について漠然的であ
り、整理できない状況。

他組織で作成された地域資源保全
管理構想やそれに向けた話し合い
の事例を参考として提示し、構想の
まとめ方を指導。

活動の実施状況や成果、交付金の
有効活用による地域の活性化等に
ついて構成員で再点検し、構想をと
りまとめた。

共同活動は実施できているが、中心
経営体が少なく、高齢化も進んでい
るため、取り組みの継続が不安視さ
れていた。

計画に対する取り組みの進捗や不
足部分などを可視化し、活動の在り
方や将来像などをイメージしやすくし
た。

共有した目標達成へのイメージに
沿って地域資源の保全管理方針を
検討し、組織の合意を得られた。

○市町村は、自己評価結果やその後の聞き取り等によって各組織の状況を把握しており、抱えている課題に応じたフォ
ローを行っている。

○その結果、各組織は課題解決への方向性に気付き、次のアクションを起こして改善を図っている。

【フォロー組織 事例 ①】
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【フォロー組織 事例 ②】

【調査対象１：フォローアップが必要な組織（フォロー組織14組織）】

・自己評価（２年目、４年目）において推進活動の状況がステップ０～１

・市町村評価（２年目）において「適当」、「指導又は助言が必要」、「計画の見直しが必要」、市町村評価（４年目）において「フォ
ローが必要」



（２）調査結果（改善組織の事例）

改善組織の事例

助言、指導の内容 助言、指導による効果 更なるステップアップの目標

具体的な活動のノウハウの指導とし
て、制度の意義や取組方法につい
ての研修を行い、その後も研修等の
案内を提供。

他地域の取り組み等を知る中で活
動の見直しや取り組みの追加を検
討、コスモスだけの植栽から菜の花
を追加、さらにはサツマイモの栽培
を行って地元保育園に芋ほり体験の
提供を行うなど、活動が活発化。

今後もつながりを作り、子供たちや
地域住民の方々に土に触れていた
だく機会を作っていきたい。

少人数の活動組織のため、今後の
活動継続を踏まえて、構成員の増加
又は周辺組織との連携について検
討するよう助言。

周辺農地を耕作している農家が構
成員に加わり、対象農地も追加し
た。

さらに構成員の増加や近隣集落との
連携を進めたい。

○市町村は、２年目という早い段階で自己評価結果やその後の聞き取り等によって各組織の状況を把握しており、改善
のポイントを助言している。

○その結果、各組織はスムーズに取り組みを進めるとともに、参加者の確保や活動内容等の充実が図られている。
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【改善組織 事例 ①】

【改善組織 事例 ②】

【調査対象２：市町村からの指導、助言等により推進活動が進捗し、市町村評価が改善した組織（改善組織15組織）】

○ 自己評価（２年目）において推進活動の状況がステップ０～２、市町村評価（2年目）が「指導又は助言が必要」

○ 自己評価（４年目）において推進活動のステップ４～５、市町村評価（４年目）が「優良」もしくは「適当」



（２）調査結果（優良組織の事例）
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優良組織の事例

優良の理由 自己評価による点検の効果 自己評価による活動の活発化

優
良
事
例
①

様々な検証、積み上げ等を実施し、詳
細な細目を作成し活動にあたられ、長
寿命化にも取り組むなど計画的な活動
がなされている。

毎年度当初に前年度計画・実施の
反省及び当年度の計画を立案・承
認しているかが、自己評価シートに
より、まとまった形で確認できた。

町内会参加の呼びかけを積極的に行い、
多数の町内会が参加するようになった。資
源の適切な保全管理活動のテーマを水路
管理に設定し、構成員による現地調査・図
面化・管理体制の明確化を行い、組織管
理体制が強化された。

優
良
事
例
②

役員による定期的な巡回に加え、農業
者の意見交換の場として、年に一度の
総会だけでなく、必要に応じて役員会
や班長会を随時開催し、地区内の課題
の発見・共有を行い、課題解決のため
に積極的に活動している。

多面支払の活動内容を自己評価に
より振り返ることで、活動の目的や
地域の課題を再確認する良い機会
になっている。

農地周りの保全管理活動の強化により、
周りの耕作者が自発的に自分の農地を管
理しなければならないという意識が強く
なった。

○自己評価が高く、市町村も「優良」と評価している、活動が活発で地域内の連携等も図られている優良組織
においても、自己評価は組織の目標や課題の再確認を行う機会として活用されており、活動の見直しや充
実、体制の強化等に役立っている。

【調査対象３：自己評価、市町村評価とも高い組織（優良組織14組織）】

○ 自己評価（２年目、4年目）において推進活動の状況がステップ４～５

○ 市町村評価（２年目、４年目）が「優良」



７ 総 括

１．地域資源の適切な保全管理のための推進活動

２年目から４年目の２年間でステップが向上しており、適切な保全管理に向けた体制の強化・拡充が図られていること
が確認された。推進活動による様々な効果も発現しており、取組の継続によって、推進活動の定着が図られていること
が確認された。

２．多面的機能の増進を図る活動

全国で実施されている延べ活動項目数は、平成26年度の１万６千項目から平成30年度には１万９千項目へと増加し
ている。本分析により、活動期間中に取り組みを開始する組織、活動項目数を増加させる組織も確認された。増進活動
による様々な効果も発現しており、取り組みの継続によって、増進活動の定着が図られていることが確認された。

３．自己評価・市町村評価システム

フォローアップ調査の結果より、自己評価・市町村評価システムは、組織の実情に合わせて活用されており、活動組
織の定期的な振り返りによる自己点検、活動の充実や組織の管理体制の強化に役立っているとともに、市町村による
組織の状況把握に役立っていることが確認された。さらに、市町村による２年目の指導・助言、４年目のフォローによる
効果も確認された。一方、事務作業に対しては負担軽減を求める声が強い状況。

（今後の方針）

○ 多面的機能支払交付金に初めて取り組む組織のみ 「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」に関する
自己評価・市町村評価を引き続き実施（「地域資源保全管理構想」作成支援）。

○ 多面的機能の増進を図る活動の評価については、事務の簡素化の観点から今後は義務付けはしない。

○ 意欲がある組織に対しては任意に評価できるシステムを新たに検討。
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（参考）市町村の判断基準のガイドライン（２年目評価）
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（参考）市町村の判断基準のガイドライン（４年目評価）


